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1 
ＬＥＣ専任講師 矢島純一 

【無料公開講座】 

矢島の債権法体系チェック講義 

 
 
・はじめに 
今回は民法の中でも債権法といわれる分野の体系的な理解に役立つ事項をいくつか学習

していきます。２時間の講義時間で取り扱える事項は多くはありませんが、今後の学習に

少しでも役立ててもらえればと思います。 
なお、今回使用するこのテキストは、今年開講する２０２３年合格目標の矢島の速修イ

ンプット講座の民法の科目で使用するテキストの調整前の原稿です。講座開講までに内容

が変わることがあります。矢島の速修インプット講座については、前年度のものは１コマ

３．５時間で実施していましたが、今期から１コマ４時間として、近年の試験の傾向に十

分に対応できる質の講義を提供していきます。 
 

令和４年（２０２２年）５月２２日 
 

ＬＥＣ専任講師 矢 島 純 一 
 

 
・重要度のランク 
論文試験で規範（要件）や法律効果などとして答案に書くことがある事項のうち、内容を

理解して答案に書けるように記憶しておかなければならない知識を重要度の高いものか

ら順番に「●」、「◆」、「▲」と記号を付しました。 
また、論文試験でこれをそのまま答案に書くことはあまりないけれど、より深い答案を

作成するために内容を理解しておくことが必要な知識を重要度の高いものから順番に

「○」、「◇」、「△」と記号を付しました。 
 
・条文の略記：Ⅰ＝１項 ①＝１号 本＝本文 但＝ただし書 前＝前段 後＝後段 
 
・短答の問題番号の略記： H30-4＝平成30年度司法試験第４問（R=令和） ﾌﾟﾚ＝ﾌﾟﾚ試験 

予H25-7＝平成25年度予備試験第７問 ｻﾝ＝サンプル問題 
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テーマ１ 債権の性質 

 
(1) 債権の意義 

 
→債権とは、特定人が、特定人に対して、一定の給付を請求することを内容とする権利

である。３９９条は、「債権は、金銭に見積もることができないものであっても、その

目的とすることができる。」と規定し、金銭の給付以外にも、物の給付その他の行為の

給付も、債権の目的とすることができる旨を明らかにしている。○ 
 

・債権と物権の違い ○ 
物権は一定の物を直接に支配する権利であるのに対して、債権は他人に対して一定の

給付（一定の行為）を請求する権利である。物権と債権のこうした性質の違いから、

両者には次のような差異があるといわる。以下はその差異の主なものである。 
① 物権には排他性があるが、債権には排他性がない。 

メモ：物権には排他性があるので、１つの物につき同一内容の物権は１つしか成

立しえない（一物一権主義）。一方、債権は、同一内容の債権が複数成立し

うる。同一内容の債権が複数成立した場合に、現実にはそのうち１つしか

実現できない場合でも結論は変わらない。実現できなかった債権について

は、債務不履行となるだけである。 
② 物権には絶対性があるが、債権には絶対性がない。債権は相対性があるにすぎ

ない。 
メモ：物権には排他性があることから、物権の権利者は、誰に対しても物権を主

張することができる点で絶対性がある。一方、債権には排他性がないので、

債権者は、債務者に対してしか、その債権を主張することができない点で、

絶対性がなく、相対性があるにすぎない。要するに、債権は債務者との関

係で成立する相対的な権利といえる。 
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(2) 利息 
 

→利息を生ずべき債権について、別段の意思表示（約定利率の定め）がないときは、そ

の利率は、その利息が最初に生じた時点における法定利率による（404Ⅰ）。△ 
R2-21 

・法定利率 
法定利率は、年３パーセントとする（404Ⅱ）。ただし、法定利率は、法務省令で定

めるところにより、３年を一期とし、一期ごとに、４０４条４項の規定に従い自動的

に変動する（404Ⅲ）。○ R2-21 
 

メモ：少々細かいことになるが、この下のブロックにある４０４条３項、４項の規定によ

ると、直近変動期における基準割合と当期における基準割合との差に相当する割合

が１％未満の場合は法定利率の変動は生じないことになる。したがって、法定利率

は、３年を一期とし、その期ごとに見直される機会があるが、結果的に必ずしも変

動されるとは限らないことになる。 R2-21 
 

・各期における法定利率は、この項の規定により法定利率に変動があった期のうち直近のも

の（「直近変動期」）における基準割合と当期における基準割合との差に相当する割合（そ

の割合に１パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）を直近変動期におけ

る法定利率に加算し、又は減算した割合とする（404Ⅲ）。 
前項に規定する「基準割合」とは、法務省令で定めるところにより、各期の初日の属す

る年の六年前の年の一月から前々年の十二月までの各月における短期貸付けの平均利率

（当該各月において銀行が新たに行った貸付け（貸付期間が一年未満のものに限る。）に係

る利率の平均をいう。）の合計を六十で除して計算した割合（その割合に〇・一パーセント

未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）として法務大臣が告示するものをいう（404
Ⅳ）。 

 
注：民法が制定されてから約１２０年間、法定利率が年５％とされてきたが、低金利時代の

現代において、法定利率が市中金利を大きく上回り、当事者間の公平を害する結果を招

いている。そこで、改正法は、とりあえず法定利率を年３％とした上で、今後の社会情

勢に併せて法定利率を柔軟に変動できる制度を採用した。 
なお、附則１５条１項により改正法の施行日（2020 年 4 月 1 日）の前に利息が生じ

た場合は改正前の民法の法定利率（年５％）の規定が適用される。○ 
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・利息の元本への組入れ △ 
利息の支払が１年分以上延滞した場合において、債権者が催告をしても、債務者がその

利息を支払わないときは、債権者は、これを元本に組み入れることができる（405）。 
 
・最判令4.1.18 △ 
判示事項：不法行為に基づく損害賠償債務の遅延損害金につき、民法４０５条を適用又は類

推適用することはできない。 
〔判旨〕 

民法４０５条は、いわゆる重利の特約がされていない場合においても、一定の要件の下に、

債権者の一方的な意思表示により利息を元本に組み入れることができるものとしている。こ

れは、債務者において著しく利息の支払を延滞しているにもかかわらず、その延滞利息に対

して利息を付すことができないとすれば、債権者は、利息を使用することができないため少

なからぬ損害を受けることになることから、利息の支払の延滞に対して特に債権者の保護を

図る趣旨に出たものと解される。そして、遅延損害金であっても、貸金債務の履行遅滞によ

り生ずるものについては、その性質等に照らし、上記の趣旨が当てはまるということができ

る（大審院昭和１６年（オ）第６５３号同１７年２月４日判決・民集２１巻１０７頁参照）。 
これに対し、不法行為に基づく損害賠償債務は、貸金債務とは異なり、債務者にとって履

行すべき債務の額が定かではないことが少なくないから、債務者がその履行遅滞により生ず

る遅延損害金を支払わなかったからといって、一概に債務者を責めることはできない。また、

不法行為に基づく損害賠償債務については、何らの催告を要することなく不法行為の時から

遅延損害金が発生すると解されており（最高裁昭和３４年（オ）第１１７号同３７年９月４

日第三小法廷判決・民集１６巻９号１８３４頁参照）、上記遅延損害金の元本への組入れを認

めてまで債権者の保護を図る必要性も乏しい。そうすると、不法行為に基づく損害賠償債務

の遅延損害金については、民法４０５条の上記趣旨は妥当しないというべきである。したが

って、不法行為に基づく損害賠償債務の遅延損害金は、民法４０５条の適用又は類推適用に

より元本に組み入れることはできないと解するのが相当である。 
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(3) 選択債権 
 

→債権の目的が数個の給付の中から選択によって定まるものを選択債権という。例えば、

Ｘが、Ｙに、甲自動車と乙自動車のどちらか１つを給付の対象として売るとの売買契

約をした場合の目的物の引渡請求権は選択債権となる。△ 
 

・特段の合意がないときは、選択権は、目的物の給付義務を負う債務者に属する（406）。 
 
・選択権は、相手方に対する意思表示によって行使する（407Ⅰ）。この意思表示は、

相手方の承諾を得なければ、撤回することができない（407Ⅱ）。 
 
・債権が弁済期にある場合において、相手方から相当の期間を定めて催告をしても、選

択権を有する当事者がその期間内に選択をしないときは、その選択権は、相手方に移

転する（408）。△ H22-14、H28-17、H30-16 
 

・第三者が選択をすべき場合には、その選択は、債権者又は債務者に対する意思表示に

よってする（409Ⅰ・第三者の選択権）。ただし、第三者が選択をすることができず、

又は選択をする意思を有しないときは、選択権は、債務者に移転する（409Ⅱ）。 
 

・不能による選択債権の特定 △ 
債権の目的である給付の中に不能のものがある場合において、その不能が選択権を有

する者の過失によるものであるときは、債権は、その残存するものについて存在する

（410）。 
メモ：不能が選択権者の過失によるときは、当事者間の公平を図る趣旨から、選択権者

の選択権を剥奪して、残存する給付が債権の目的になるとする規定である。 
 

注：改正前民法では、不能による選択債権の特定について、債権の目的である給付の中に、初めから不

能であるもの又は後に至って不能となったものがあるときは、債権は、その残存するものについて

存在するとの原則論を示した上で、例外として、選択権を有しない当事者の過失によって給付が不

能となったときは、この限りではないとされていた。しかし、旧法の原則論によると、不能のもの

を選択する方が選択権者にとって有利になることもあることを無視するという不都合が生じる。例

えば、残存する方の履行をするよりも、不能となった方を選択して債務不履行に基づく損害賠償請

求や契約解除をする方が選択権者に有利なときもある。一方で、選択権者の過失で不能となったと

きにまで、選択権を与えるのは公平ではない。そこで、改正法は、不能が選択権者の過失によると

きに限り、残存する給付が債権の目的になるとして、選択権者の選択権を剥奪した（410）。 
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テーマ２ 特定物債権と不特定物債権（種類債権） 
 

(1) 意義 
 

→債権の分類の仕方の１つとして、債権を特定物債権と不特定物債権（種類債権）とに

区別して理解することが重要である。 
 

(2) 特定物債権 
 
ア 意義 

 
→当事者が物の個性に着目して指定した物を特定物という。● 
例：中古の自動車、芸術作品、土地は区画分譲であっても立地による環境がそれぞれ

異なるため全て特定物となる。 
 

・特定物の引渡しを給付の内容とする債権を特定物債権という。○ 
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イ 特定物債権から生じる効果 
 

① 善管注意義務（400） ● 
 

→４００条は、「債権の目的が特定物の引渡しであるときは、債務者は、その引渡し

をするまで、契約その他の債権の発生原因及び取引上の社会通念に照らして定まる

善良な管理者の注意をもって、その物を保存しなければならない」と規定する。４

００条による特定物の保存義務を単に善管注意義務ということがある。○ 
注：従来の解釈論を踏まえて、２０２０年４月１日施行の改正法は、善管注意義務の

判断枠組みを条文上明示した。善管注意義務の違反があるかの判断は、条文上明

示された考慮要素に照らして個々の取引ごとに判断する。 
注：４００条は任意規定なので特約で注意義務を軽減することは可能である。 R1-37 

 
・債務者がこの義務に違反して債権者に損害を生じさせた場合、債務不履行に基づく

損害賠償責任（415）を問われる。○ H22-14 
 

② 所有権の移転（176） ● 
 

→１７６条は「物権の設定及び移転は、当事者の意思表示のみによって、その効力を

生ずる。」と規定するところ、特定物売買は、所有権の移転となる対象が契約時から

明確になっているため、契約当事者間で、所有権移転につき特約がない限り、目的

物の所有権は契約時に売主から買主に移転する（176・意思主義）。○ 
 



8 
ＬＥＣ専任講師 矢島純一 

③ 引渡前に目的物が滅失した場合における履行不能（債務不履行又は危険負担） ● 

 
→引渡前に売買の目的物とされた特定物が滅失した場合、引渡の対象となる物が存在

しないことになるため、目的物の引渡債務は履行不能となる。この場合、履行不能

の効果が発生する。○ 
メモ：とりあえずここでは、③の内容として、履行不能の効果が発生するという

ことをおさえておく。履行不能の効果は複数あって債権法全体に関わるこ

となので、必要に応じて順番に学習する 
 
＊まとめ 履行不能の効果 ～とりあえず結論だけ先にまとめておく 
ア 債務の履行請求が不可（412の 2Ⅰ） 
イ 債務不履行に基づく損害賠償請求権（415Ⅰ・債務者に帰責事由がある事例） 

メモ：履行に代わる損害賠償（填補賠償・415Ⅱ①）をすることができる。 
メモ：履行不能による損害に加えて履行遅滞（412）による損害が発生したときは

填補賠償に加えて遅延賠償の請求もできる（415Ⅰ）。 
メモ：契約解除をしても損害賠償の請求は妨げられない（545Ⅳ）。なお、買主が契

約解除をして填補賠償を請求するときに、本来支払うはずだった代金を支払

わないなど、反対給付を免れたことで得られた利益は、公平の観点から、明

文はないが、損益相殺により損害賠償の額から控除される。損益相殺とは、

債権者が、債務不履行による損害を受けるとともに、利益をも得る場合に、

明文の規定はないが、当事者の公平を実現する趣旨から、その利益を損害賠

償の額から控除することをいう。 
ウ 契約解除（542Ⅰ①、Ⅱ①・債務者の帰責事由の有無は問われない） 
エ ５３６条１項による債権者の履行拒絶権（履行不能が当事者双方の帰責事由に

よらない場合） 
メモ：例えば、特定物売買の目的物が引渡し前に両当事者の責めに帰すべき事由に

よらずに滅失した場合、買主は、売主が代金支払請求をしてきたときに履行

拒絶をすることができる（536Ⅰ）。 
オ ５３６条２項による債権者の反対給付義務（履行不能に債権者の帰責事由があ

る場合） 
メモ：例えば、特定物売買の目的物が引渡し前に買主（＝目的物引渡債務の債権者）

の責めに帰すべき事由によって滅失した場合、買主は、売主が代金支払請求

をしてきたときに履行拒絶をすることができない（536Ⅱ）。 
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④ 現状引渡義務（483） ◆ 
 
→４８３条は、「債権の目的が特定物の引渡しである場合において、契約その他の債

権の発生原因及び取引上の社会通念に照らしてその引渡しをすべき時の品質を定

めることができないときは、弁済をする者は、その引渡しをすべき時の現状でその

物を引き渡さなければならない」として、特定物の現状引渡義務を規定する。◇ 

注：４８３条は「契約･･･に照らして･･･定めることはできないとき」に適用され

る任意規定である。実際上、売買などの目的物の引渡義務が発生する契約に

おいては、引渡義務の内容は契約によって定まる。そのため、同条は、特定

物の引渡義務が契約によらない法定債権により生じる場合に適用されるに

すぎない。◇ 
 
注：法改正前の４８３条は文言上、改正法のように「契約・・・に照らして・・・定める

ことはできないとき」との限定が付されておらず、特定物債権は、目的物に瑕疵があ

っても、引き渡しをすべき時の現状で引き渡せば、売買の売主には債務不履行がなく、

売主は債務不履行責任を負わないが、ただ、改正前の５７０条の瑕疵担保責任（改正

法では削除）として損害賠償や契約解除の問題で処理するとの考え方を採用していた。

改正前の５７０条は債務者の帰責事由を損害賠償責任等の発生要件としない無過失責

任の制度であった。改正前の５７０条のこうした考え方を支える上で、改正前の４８

３条は重要なものであった。しかし、改正法の下では、特定物債権であっても債務不

履行責任の問題として処理されるため、４８３条は改正前のような重要性がなくなり、

単に、特定物の引渡義務が契約によらない法定債権により生じる場合に、その引渡義

務が現状引渡義務であることを意味する程度のものとなった。改正法の下では４８３

条の出番は少ない。 
 
注：新４８３条について、「この規定の実際上の意義は乏しい。なぜなら、債権発生後に目

的物の滅失・損傷が生ずれば、債務不履行（目的物保管の際の注意義務違反）ないし

危険負担の問題として処理され･･･本条が適用される場面がないからである。」との指

摘や、裁判で問題となった例もないことから、「法改正の過程で削除することが検討さ

れたが、内閣法制局の審査で削除が認められなかった。」との指摘がされている（民法

Ⅲ 第 4 版 債権総論・担保物権 内田貴 東京大学出版会 61 頁 2020 年（令和

2年）4月 20日出版）。◇ 
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(3) 不特定物債権・種類物債権（種類債権） 
 
ア 意義 

 
→当事者が物の個性に着目せず、その種類と数量のみに着目した債権の目的物を種類物

という。種類物の給付を目的とする債権を種類物債権（種類債権）という。● 
関連問題：司法論文H30設問1（松茸５キログラムの売買） 

 
・例えば、鶏のモモ肉１００キログラムを目的物とする売買、５００ミリリットルの缶

ビール１００本を目的物とする売買は、種類物売買である。 
 
・種類物に品質が加わったものを不特定物という。この不特定物の給付を目的とする債

権を不特定物債権という（種類+数量+品質→不特定物）。○ 
なお、４０１条１項は、「債権の目的物を種類のみで指定した場合において、法律

行為の性質又は当事者の意思によってその品質を定めることができないときは、債務

者は、中等の品質を有する物を給付しなければならない。」とするため、種類物につ

いて、当事者が債権の目的物の品質を定めていないときなどその品質が定められない

場合は、４０１条１項により、目的物が中等の品質のものに定まり不特定物債権とな

る。そのため、種類物と不特定物を厳密に区別する実益はほとんどない。このテキス

トでは、以下、不特定物債権は種類物債権（種類債権）の問題としてまとめて説明し

ていく。○ 

 
イ 不特物債権（種類物債権）から生じる効果 

 
→不特定物債権は、特定する前は、履行不能にはならない。なぜなら、債務者は、目的

物を引き渡す義務を負っている以上、その義務を果たすために、目的物を市場から調

達する義務を負うからである（調達義務）。● 
注：履行不能にならないため、後掲の危険負担の問題も生じない。 

 
・債権の目的物が特定する前は、どの物につき善管注意義務を負ったり、所有権移転の

効果が生じたりするのが明らかにならない。したがって、特定前は、特定物債権のよ

うに、債務者は、善管注意義務を負わず、契約時に目的物の所有権は移転しない。○ 
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(4) 限定種類物債権（制限種類物債権） 
 

→種類物債権（種類債権）のうち、種類物を給付する範囲が限定されたものを制限種類

物債権（制限種類債権）という。● 

メモ：限定種類物債権、限定種類債権、制限種類物債権、制限種類債権は、全て同じ意

味である。 

関連問題：予備論文Ｒ3設問1 

 
・制限種類債権は民法の明文にはないが、解釈上認められている概念である。制限種類

債権に該当するかは、契約を解釈して、契約当事者が種類物の給付の範囲に一定の制

限をしていると解釈できるか否かにより決まる。○ 
例：甲が管理するＡ養殖池で飼育されている錦鯉１０匹を目的物とした売買契約に

基づく目的物引渡請求権は、制限種類債権である。 
 

・制限種類債権の特徴 
制限種類物債権から生じる効果は基本的には不特定物債権のものと同じである。しか

し、給付の範囲が限定されているので、給付範囲の目的物が全て滅失すれば履行不能

となる点に大きな違いがある。○  H30-16 
メモ：種類債権と制限種類債権の区別をするのが難しいことがあるが、要するに、

給付の範囲が限定されているため、その範囲の物が全て滅失することで給付

義務の履行不能が観念できるなら、結論としては制限種類債権になる。 
メモ：ここでの履行不能の効果は、基本的には、前掲の引渡し前に特定物が滅失し

た場合における履行不能の効果と同じである。 
 

・予備論文Ｒ3設問1（出題の趣旨・抜粋） 

設問１は、制限種類債権の全部が履行不能になったと評価できる事例を題材として〔中略〕どのよう

な場合に履行不能と評価されるかという問題を通して、債権法の基本的な理解を問うとともに〔中略〕

論理的な思考力及び事案に応じた当てはめを行うことを求めるものである。 

メモ：制限種類物（高級ワインの保存に適した冷蔵倉庫に保管中の乙農園産のワイン１万本）が売

買の目的物とされていたところ、落雷に起因して冷蔵倉庫が故障して高温によりワインが飲

料できない程度に劣化して制限された範囲の物が滅失し、他に同等の目的物が存在しないた

め売主の目的物引渡債務が履行不能なったと評価できる事案で、買主がそのワインを保管す

るために締結した冷蔵倉庫の賃貸借契約とワインの売買契約の両方を契約解除することが

できるかが問われた。 
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(5) 種類物債権の特定 
 
ア 特定の意義 

 
→種類物債権（種類債権）の目的物が特定の物に定まることを特定という。● 

関連問題：司法論文H30設問1 
 
メモ：種類債権における給付の目的物は、履行行為がある段階に達すると、種類物のう

ちどの物を給付するかが特定する段階に至る。これを種類債権の特定という。 
 
・特定の要件 ○ 
４０１条２項は、「前項の場合〔種類債権につき法律行為の性質又は当事者の意思に

よってその品質が定まらず債務者が中等の品質を有する物を給付する義務を負う場

合〕において、債務者が物の給付をするのに必要な行為を完了し、又は債権者の同意

を得てその給付すべき物を指定したときは、以後その物を債権の目的物とする。」と規

定する。この規定から特定の要件は次のとおりとなる。 
① 債務者が、物の給付をするのに必要な行為を完了したとき（401Ⅱ前段） 

      又は 
② 債務者が、債権者の同意を得てその給付すべき物を指定したとき（401Ⅱ後段） 

 
・「物の給付をするのに必要な行為を完了」（401Ⅱ前段）したといえるためには、特定

の効果である所有権の移転や善管注意義務の発生などを実質的に基礎付けるだけの

債務者の行為が要求される。何がこれに当たるかは、債務の性質（持参債務、取立債

務、送付債務）に応じて具体的に検討する必要がある。○ 
なお、持参債務、取立債務、送付債務のいずれであっても、契約の内容に適合しな

い物（瑕疵ある物）を給付した場合は、「物の給付をするのに必要な行為を完了」し

たとはいえず、特定の効果は生じない。○ 
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(ｱ) 持参債務 
 

→持参債務とは、目的物を債権者の住所地で引き渡すべき債務をいう。● 

例えば、売主が買主の住所地で目的物を引き渡す旨の売買契約に基づく売主の目的

物引渡債務は、持参債務といえる。 
 

・持参債務は、債務者が債務を持参して履行することが内容となっているのであるから、

債務者が、目的物を債権者の住所地で現実に提供したときに、「物の給付をするのに

必要な行為を完了」（401Ⅱ）したものとして特定の効果が生じると解されている。● 

H26-16 
 

・４８４条１項は、「弁済をすべき場所について別段の意思表示がないときは、特定物

の引渡しは債権発生の時にその物が存在した場所において、その他の弁済は債権者の

現在の住所において、それぞれしなければならない。」と規定する。したがって、不

特定物の引渡しは、弁済の場所につき特約がなければ、４８４条１項の「その他の弁

済」として債権者の現在の住所地においてすることになるので持参債務といえる。◇ 

H27-19、H28-17、R2-23 
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(ｲ) 取立債務 
 

→取立債務とは、目的物を債務者の住所地で引き渡すべき債務をいう。● 
 

・判例は、取立債務においては、債務者が、債権者に対して、弁済の「準備」ができた

ことを「通知」して受領を催告（口頭の提供）したからといって特定の効果が生じる

ものではないとしている（最判昭30.10.18）。○ 
 

・取立債務の特定には債務者のどのような行為が要求されるかについては議論がある。

この点、考え方の１つとして、善管注意義務の発生や所有権移転などの特定の効果が

生じる範囲が明らかにならなければ特定があったということはできないところ、準備、

通知だけでなく、分離があってはじめてその範囲が明らかになる。また、特定により

債務者は目的物の調達義務を免れるという利益を得るが、債務者にこうした利益を与

えるには、給付すべき物を他の物と「分離」することに加えて、引渡しの「準備」を

し、引渡しの準備ができたことを債権者に「通知」することを要求すべきである。し

たがって、取立債務については、取立債務は、債務者が目的物を他の同種の物から分

離し、それを梱包するなど引渡しの準備を整え、その準備ができた旨を債権者に通知

した場合、「物の給付をするのに必要な行為を完了」（401Ⅱ前段）したものとして特

定すると理解することができる。○ 
例えば、ペットショップＡと買主Ｂとの間で、種類物である金魚１００匹の売買契

約をしたところ、Ａの店舗に在庫がないときに、Ａが２００匹を市場から仕入れて、

その２００匹からＢとの売買の目的物となっている１００匹を他の１００匹と「分

離」して、それをＢに引き渡すために水を入れたビニール袋に入れて酸素を注入して

引渡しの「準備」をして、Ｂに履行の準備ができたことを「通知」した場合、売買の

目的物がその１００匹に特定する。 
 
 

〔論証例〕 取立債務の特定 オリジナル論証 簡略版 
債務者が特定により調達義務を免れるという利益を得ることを正当化するには、それ

にふさわしい行為をすることが必要である。目的物を債務者の住所地で引き渡すべき取

立債務についていえば、給付の目的物を他の物から「分離」することに加えて、引渡し

の「準備」と、その旨を債権者に「通知」することで、「債務者が物の給付をするのに

必要な行為を完了」（４０１条２項）したものとして特定があったと考えられる。 
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〔論証例〕 取立債務の特定 オリジナル論証 ● 
種類債権が特定するには、債務者が物の給付をするのに必要な行為を完了し、又は債

権者の同意を得てその給付すべき物を指定」することが必要となる（４０１条２項）。 
目的物を債務者の住所地で引き渡すべき取立債務につき、どのような行為があれば「債

務者が物の給付をするのに必要な行為を完了」したといえるかは、特定の効果を踏まえ

て考える。特定があると、善管注意義務の発生（４００条）や、特約がなければ目的物

の所有権が債権者に移転（１７６条）するという効果が生じる。これら効果が発生する

対象を明確にする必要から、取立債務につき特定が生じるためには少なくとも「分離」

が必要である。また、実質的な利益衡量の観点からみると、債務者が特定により調達義

務を免れるという利益を得ることを正当化するには、債務者がそれにふさわしい行為を

することが必要である。具体的には、給付の目的物を他の物から「分離」することに加

えて、引渡しの「準備」と、その旨を債権者に「通知」することで、「債務者が物の給

付をするのに必要な行為を完了」したといえると考えられる。 
 
・H30司法論文設問1（出題趣旨・抜粋） 
４０１条が定める「債務者が物の給付をするのに必要な行為を完了し」たこととは、例えば、債務者が、給

付の完了のために債権者がする必要のあることを除き、自らすることができることを全てした状態をいうと

ころ、Ｂの債務〔松茸５キログラムを債務者の倉庫で債権者に引き渡す債務〕は取立債務であることから、

Ｂが目的物を分離して引渡準備を完了し、その旨をＡに通知することにより目的物の特定が認められる。 

 
 
・参考 ～「分離」の要否   注：上級者向けなのでとりあえずパス 

取立債務において分離がある事案では、「分離」に加えて「準備」と「通知」があれば物の給

付をするのに必要な行為を完了」（401Ⅱ前段）したものとして特定が生じることに問題はな

いが、分離がない事案では特定が一切認められないのか、「分離」が特定の必須の要件になる

かが問題となる。 
債権法改正前の通説は、特定による目的物の滅失損傷による危険が債権者に移転する（改

正前 534Ⅱ）という重大な法効果の発生を正当化するには「分離」が必要であるとしていた。

しかし、改正法は５３４条を削除しているため、特定の効果として危険が債権者に移転しな

い。改正法の下では、物理的・客観的な「分離」の有無から形式的に特定の効果発生を結論

付けずに、個々の契約の内容に着目して、債務者がどこまでの行為をすれば、特定の効果（特

に、①所有権移転と②善管注意義務）を両当事者に付与できるのかという観点から特定の有

無を判断すべきとの指摘がされている。 
「分離」の要否に関する参考文献：新債権総論Ⅰ・潮見・222頁 
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(ｳ) 送付債務 
 
→送付債務とは債権者又は債務者の住所地以外の第三地に目的物を送付して引き渡す

べき債務をいう。◆ 
 

・送付債務については、債権者に要請された債務者が好意で目的物を第三地で引き渡す

場合は、目的物を発送したときに特定するとの見解がある。しかし、どの時点で特定

するかは、「好意」を含む契約の解釈の問題であり、送付債務という概念が必要か疑問

であるとの指摘がある。その上で、例えば、債務者が、持参債務を負っている場合に、

債務者が運送業者を履行補助者として使用した場合、これによって債務の内容が変わ

るわけではないため、持参債務の原則どおり、履行地で履行の提供（現実の提供）を

したときに、債務者としては、「物の給付をするのに必要な行為を完了」（401Ⅱ）し

たものとして特定する。一方、売買の当事者間で目的物の引渡しの手段として売主が

運送業者等の第三者に委ねることを合意している場合は、売主が運送業者等に目的物

の配達を依頼して発送したときに、「物の給付をするのに必要な行為を完了」（401Ⅱ）

したといえるため、その時点で特定する。以上のように、送付債務という概念を用い

なくても、契約の解釈により特定の時点が定められる。◇ 
参考：民法Ⅲ 第4版 債権総論・担保物権 内田貴 東京大学出版会 19頁 2020年（令和 2

年）4月20日出版 
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イ 特定の効果 
 

→種類債権の特定があると、基本的には特定物債権に関する法理が妥当するため、特定

物債権の効果と同様の効果が生じる。ただし、もとが種類債権であることが考慮され、

解釈上、変更権の発生という特定物債権には認められなかった効果も生じる。○ 
 

① 調達義務を免れる、善管注意義務 ● 
 

→債務者は、調達義務を免れる。以後、引渡しの時まで善良な管理者の注意をもって

目的物を保存する義務（善管注意義務）を負うことになる（400）。○ 
 
② 所有権の移転 ● 

 
→特約がない限り、所有権が売主から買主に移転する（176）。 

 
メモ：特定物の場合は、特約がない限り、契約時に目的物の所有権が買主に移転する

が、種類物の場合は目的物が特定される前は、所有権移転の効果を認める対象

が明らかでなく、所有権移転の効果は認められない。特定により所有権移転の

効果が発生する対象が明らかになるため、特定の時点で所有権が移転する。○ 
 

③ 引渡前に目的物が滅失した場合における履行不能（債務不履行又は危険負担） ● 

 
→特定した売買の目的物が引渡前に滅失した場合（例：取立債務の目的物が特定した

が引渡前に滅失した場合）、引渡しの対象となる物が存在しないことになるため、目

的物の引渡債務は履行不能となる。このとき、特定物が滅失したときと同様、履行

不能の効果が発生する。 
 
・履行不能の効果の具体的内容は、「債務不履行」の章の「債務不履行に基づく損害賠

償請求権」の項目の「履行不能」の「まとめ 履行不能の法的効果」を参照 
 

注：不特定物に関する契約は特定したときから改正前民法５３４条１項の目的物の滅失損傷の危険

を買主（目的物引渡債務の債権者）が負担するとの債権者主義を適用する旨を規定する改正前

５３４条２項が同１項とともに削除され、2020 年 4 月 1 日施行の改正法の下では、特定後に

当事者双方の帰責事由なしに目的物が滅失した場合において、単に、特定したということのみ

で、目的物の滅失の危険を買主（債権者）が負うということはなくなった。 
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④ 変更権 ▲ 
 

→種類債権が特定した後、引渡し前に目的物が滅失した場合は、引渡債務は履行不能

となり、債務者は、滅失につき自己に帰責性があれば債務不履行に基づく損害賠償

責任を負うのが原則である。もっとも、債務者は、信義則上、債権者に不利になら

ない限り、給付する物を他の物に変更することができると解されている。債務者が

こうしたことができる権利を変更権という。△ 

 



19 
ＬＥＣ専任講師 矢島純一 

テーマ３ 弁済の提供と債権者の受領遅滞 

 
１ 弁済の提供 
 

(1) 意義 
 

→債務者が債務を履行しようとしたのに債権者の都合で債務の履行を完了できない場

合は債務者が履行遅滞責任などの債務不履行責任を負うのは妥当ではない。そこで、

債務者は、弁済そのものを完了しなくても、４９２条は、「債務者は、弁済の提供の

時から、債務を履行しないことによって生ずべき責任を免れる。」と規定して、弁済の

提供により債務者が債務不履行責任から免れられることを認めた（492）。○ 
メモ：債務者による弁済の提供と、債権者による受領遅滞は、実際上、同時に問題

となることが多い。論文試験では、弁済の提供の効果を欲するときは、弁済

の提供の要件を検討し、受領遅滞の効果を欲するときは、受領遅滞の要件を

検討すればよい。○ 
 
 

注：法改正前は、債権者の受領遅滞は債務者の弁済の提供の裏返しのものであり（受領遅滞の法的性質

につき法定責任説）、受領遅滞と弁済の提供は同様の効果が生じると理解されていた。具体的には、

①債務不履行責任（履行遅滞責任）を免れる（改正前 492 参照）、②債権者の同時履行の抗弁権を

奪う、③債務者は、目的物の保管につき善管注意義務（400）を負っている場合、その注意義務が

軽減され、自己の財産に対するのと同一の注意をもってその物を保管すれば足りる、④危険負担が

債権者（買主）に移転する、⑤増加費用（例：保管料）が生じた場合は債権者の負担となる（485

但書参照・なお485条自体は改正なし）との効果が生じると解されていた。 

しかし、2020年 4月 1日施行の改正法の下では、条文上、受領遅滞の効果と弁済の提供の効果

を整理して規定された。具体的には、弁済の提供の効果としては、履行遅滞による債務不履行責任

から免れるという効果のみを認められ（492）、受領遅滞の効果として、①注意義務の軽減（413Ⅰ）、

②増加費用の債権者負担（413Ⅱ）、③受領遅滞中の当事者双方の帰責事由によらない履行不能の

危険の債権者（買主）負担（413 の 2Ⅱ、536Ⅱ）の効果が認められる。また、改正法の下では、

受領遅滞の効果として、弁済供託権も発生する（494Ⅰ）。 

なお、債権者の同時履行の抗弁権の奪うという効果は、改正法により明文化されなかったので、

法改正前と同様に解釈による。 
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(2) 弁済の提供の方法（弁済の提供の要件） 
 

→弁済の提供の方法（要件）について、４９３条は、「弁済の提供は、債務の本旨に従

って現実にしなければならない。ただし、債権者があらかじめその受領を拒み、又は

債務の履行について債権者の行為を要するときは、弁済の準備をしたことを通知して

その受領の催告をすれば足りる。」と規定する。 
弁済の提供は、債務の本旨に従って現実に提供することが原則である（493本）。 

例外的に、①債権者があらかじめ受領を拒み又は②取立債務など債務の履行に債権者

の行為を要するときは、口頭の提供すなわち、弁済の準備をしてその旨を通知して受

領を催告すれば足りる（493但）。○ H26-16 
メモ：調達義務を免れさせるなどの種類債権の取立債務の特定の効果ではなく、履

行遅滞責任を免れさせるという弁済の提供の効果を導くには、準備、通知で

足り、分離までは要求する必要はない。 
 
原則：現実の提供が必要 
例外：口頭の提供（準備と通知）で足りる 

 
・なお、確定期限のある取立債務については、履行期に債権者が債務者の所に履行を受

けに来るのが予定されているため、条文の規定にもかかわらず、債務者は、その期限

までに弁済の「準備」をして債権者が受領に来るのを待っていれば弁済の提供として

足りる。したがって、この場合は、「通知」は不要となる。◇ 
 
・債権者が受領する意思がないことが明白な場合は、口頭の提供すら不要である。ただ

し、債務者が口頭の提供をしようと思えばそれができるだけの経済状況にあることが

必要である（最大判昭 32.6.5）。このような要件を満たせば、債務者は、口頭の提供

をしなくても遅滞責任を免れることができる。◇ H22-21 

 
・金銭債務については、全額を提供する必要があり、一部の提供は債務の本旨に従った

提供とはいえないのが原則であるが、提供された額が債務額にごくわずかに不足した

にすぎない場合は、信義則上、有効な提供となる（最判昭 35.12.15）。判例は、供託

として提供されるべき金額が元利合計１５万４５００円であったのに対して、提供額

が１３００円程度不足していたという事案のものである。△ H22-21 
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(3) 弁済の提供の効果 
 
→弁済の提供の効果につき４９２条は、「債務者は、弁済の提供の時から、債務を履行

しないことによって生ずべき責任を免れる。」と規定する。 
弁済の提供の効果として、債務者は、弁済の提供の時から、債務を履行しないこと

によって生ずべき責任を免れることになる結果（債務不履行責任の免責）、例えば、債

務者は、履行遅滞の債務不履行を理由とする損害賠償請求（415Ⅰ）や契約解除（541、
542Ⅰ④参照）をされなくなる。○ 

 
・弁済の提供の効果 ● 
① 債務不履行責任の免責（492） 

実際の事例処理においては、弁済の提供をしたことにより、履行期に最終的な履

行をしなかったとしても、弁済の提供の効果により、履行遅滞の債務不履行責任

を免れるという処理をすることが多い。 
例えば、買主が目的物を受領することができない場合、売主は、履行の提供を

した時から、目的物の引渡債務につき遅滞の責任を免れる。 R4-16 
② 法改正前は、弁済の提供や受領遅滞の効果として、公平の観点から、「債権者の

同時履行の抗弁権を奪う」という効果が認められてきた。法改正により弁済の提

供の効果と受領遅滞の効果が整理されたのに、この効果は明文化されなかったの

で、改正後も、解釈に委ねられている。 
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２ 受領遅滞 
 

(1) 意義 
 

→受領遅滞とは、債務の履行につき受領その他債権者の協力を必要とするときに、債務

者が債務の本旨に従った弁済の提供（弁済の提供）をしたにもかかわらず、債権者が

債務の履行の受領を拒絶し（受領拒絶）、又は、受領できないときに（受領不能）、受

領遅滞によって生じる不利益や負担を債権者が引き受けなければならないとする制度

である（413Ⅰ、413の2Ⅱ）。○ 

受領遅滞の要件と効果については明文の規定がある。まず、４１３条１項は、「債

権者が債務の履行を受けることを拒み、又は受けることができない場合において、そ

の債務の目的が特定物の引渡しであるときは、債務者は、履行の提供をした時からそ

の引渡しをするまで、自己の財産に対するのと同一の注意をもって、その物を保存す

れば足りる。」とし、同２項は、「債権者が債務の履行を受けることを拒み、又は受け

ることができないことによって、その履行の費用が増加したときは、その増加額は、

債権者の負担とする。」として、債権者の受領遅滞の要件と効果を規定する。他にも、

４１３条の２第２項は、「債権者が債務の履行を受けることを拒み、又は受けること

ができない場合において、履行の提供があった時以後に当事者双方の責めに帰するこ

とができない事由によってその債務の履行が不能となったときは、その履行の不能は、

債権者〔目的物の引渡債務の債権者 = 例：買主〕の責めに帰すべき事由によるもの

とみなす。」として受領遅滞の効果の１つを規定する。 
関連問題：司法論文H30設問1 

 
・受領遅滞の項目の講義を聴いてから復習の際に各自で考えてもらいたいこと 

このブロックは、次頁以降の受領遅滞の項目の講義を聴いたことを前提として、債務不履

行説と法定責任説のどちらがよいか各自が考えることを目的としたものである。債務不履

行責任説は、受領遅滞の効果として損害賠償、契約解除ができる点で法定責任説と比べて

弁済の提供をした債務者に有利である。しかし、法定責任説からでも、信義則上の受領義

務あるいは、契約の合理的解釈から黙示の受領義務の違反を理由に債務不履行に基づく損

害賠償、契約解除ができるため、損害賠償請求と契約解除の可否について、実際上、両説

で結論に大きな違いは生じない。別の問題として、債務不履行責任説だと、受領遅滞の成

立要件に債権者の帰責性を要求するため、債権者に帰責性がないときは、受領遅滞そのも

のが成立せず、法的責任説から導かれる効果すら発生しないことになる。この結論は、債

務の本旨に従った弁済の提供をした債務者との関係で、受領を拒絶した債権者を保護しす

ぎるように思える。以上のことを理解した上でなら、自説はどちらでもよい。 
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(2) 受領遅滞の要件 
 
・受領遅滞の要件（法定責任説・従来からの判例・通説） ● 
① 債務の本旨に従った弁済の提供 
② 債権者の受領拒絶又は受領不能 

 
・受領遅滞は、弁済の提供の裏返しのものともいえるので、受領遅滞が成立するには、

まずは、①債務者が債務の本旨に従った弁済の提供をすることが必要となる。したが

って、特定物でも不特定物でも、契約内容に適合しない物を提供しても、債務の本旨

に従った弁済の提供があったとはいえないため、①の要件を満たさない。○ 
 

注：法改正前は、特定物については引渡し時の現状での引渡義務を負うにすぎないため（改正前483）、

瑕疵ある物を提供しても債務の本旨に従った弁済の提供があったものとして扱われていた。しか

し、改正法の下では、特定物であっても契約内容に適合しないものを提供したときは、債務の本

旨に従った弁済の提供があったものとはいえない。 

 
・受領遅滞が成立するには、債務者の弁済の提供に対して、②債権者の受領拒絶又は受

領不能があることが必要となる。○ 
 

・受領遅滞の法的性質については、後掲の法的責任説が従来からの通説・判例の立場で

ある。債務不履行責任説は通説ではないが有力説である。債務不履行責任説からは、

債権者の帰責事由が受領遅滞の上記①と②の要件に加わることになる。ただし、損害

賠償請求をするには債権者の帰責事由が必要となるが、改正法により契約解除には債

務者の帰責事由が不要になったことからすると、契約解除をするには債権者の帰責事

由は不要と解することができる。△ 

メモ：債務不履行責任説で論文試験の答案を書きたいという人は、以下の考え方が参考になるかも

しれない。債務不履行責任説を採用した場合に債権者の帰責事由の内容をどのように解する

かについては、現時点で詳細な文献がない。仮に、改正４１５条１項本文と但書の構造を踏

まえて債権者の帰責事由を検討すると考えた場合、４１５条１項本文の要件に相当する要件

が、上記の①と②の要件になると考えられる。これら要件を充足すると、債権者の債務不履

行（純粋な４１５条１項本文の場面で言えば債務者の債務不履行に相当）が認められること

になるが、４１５条１項但書を参考にして「その債務〔債権者の受領義務〕の不履行が契約

その他の債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして債務者の責めに帰することがで

きない事由」によるといえるときは、債権者が免責されると考えることができそうである。 
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(3) 受領遅滞の効果 
 

・弁済の提供と受領遅滞の関係 ○ 
債務の履行に債権者の受領を必要とする場合において、債務者は、弁済の提供をする

とその効果として、そのとき以降の債務不履行責任を免れる（492）。他方で、民法は、

弁済の提供があったのに債権者が受領しなかった点を捉えて、受領遅滞の効果として、

次のような効果が発生することを規定する。 
 

・受領遅滞の効果（明文にあるもの） ①～③は「●」 ④は「▲」 
① 債務の目的が特定物の引渡しであるときは（種類物が特定した後の引渡しを含む）、

債務者は、本来は善管注意義務（400）を負うが、履行の提供をした時からその

引渡しをするまで、自己の財産に対するのと同一の注意〔メモ：善管注意義務の

対概念で、自分の物に対するのと同じ注意、気遣いをすれば足りるという意味〕

をもって、その物を保存すれば足りる（413Ⅰ・注意義務の軽減）。 R1-37、R4-16 
② 履行の費用が増加したときは、その増加額は、債権者の負担とする（413Ⅱ・増

加費用の債権者負担）。 
例えば、買主が目的物を受領することができない場合、売主は、履行の提供を

した時から引渡しが完了するまで、契約及び取引上の社会通念に照らして定まる

善良な管理者の注意をもって、目的物を保存しなければならない。R4-16 
③ 履行の提供があった時以後に当事者双方の責めに帰することができない事由によ

ってその債務の履行が不能となったときは、その履行の不能は、債権者（買主）

の責めに帰すべき事由によるものとみなされる（413の 2Ⅱ）。その結果、さらに

次の効果が生じる。 メモ：上記の「債権者」→履行不能となる目的物引渡債務の債権者 
〔③-1〕債権者は、反対債務の履行を拒絶できない（536Ⅱ・債権者の危険負担）。 
〔③-2〕債権者は、履行不能を理由に契約解除ができない（543・解除の制限）。 

例えば、買主が目的物の受領を拒み、その後に、売主及び買主の双方の

責めに帰することができない事由により目的物が滅失した場合、目的物引

渡債務の履行不能は、買主（目的物引渡債務の債権者）の帰責事由による

ものとみなされるため（413の 2Ⅱ）、買主は契約を解除することができな

い（543）。R4-16 
④ 債務者の弁済供託権が発生する（494Ⅰ①②）。 
⑤ 明文はないが、公平の観点から、債権者の同時履行の抗弁権を奪う。● 
メモ：この効果は、明文にはないが、公平の観点から、債務者による弁済の提供の効果

として生じることに争いはない。債権者の受領遅滞は、弁済の提供があったこと

を前提とするので、受領遅滞があるときは、⑤の効果が発生していることになる。 
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メモ：受領遅滞による債権者の同時履行の抗弁権を奪うという効果は、法改正前から、

当事者間の公平を実現する必要性から解釈論により、弁済の提供や受領遅滞の効

果として認められてきた。この効果は、今回の法改正で明文化されなかったので、

今後も解釈論から導くことになる。この効果につき、弁済の提供により受領遅滞

となることにより生じるとの文脈で紹介している文献（中舎 債権法 335 頁

(3)(b)）や、弁済の提供の効果の１つに挙げている文献（平野 コア･テキスト民

法Ⅳ 163頁〔3〕）がある。 
 
 
・債務不履行責任説からの追加効果 △ 

受領遅滞の法的性質が法定責任なのか債務不履行責任なのかという議論は法改正後も

残っている。債務不履行責任説からは、前掲の①ないし⑤の効果に加えて、⑥損害賠償

請求、⑦契約解除もできることになる。 
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・参考 ４１３条の２第２項と５６７条２項前段の関係 
買主の受領遅滞中に目的物が滅失した場合における売主の代金支払請求権の帰趨につき、４

１３条の２第２項は「債権者が債務の履行を受けることを拒み、又は受けることができない

場合において、履行の提供があった時以後に当事者双方の責めに帰することができない事由

によってその債務の履行が不能となったときは、その履行の不能は、債権者の責めに帰すべ

き事由によるものとみなす。」と規定する。その結果、「債権者の責めに帰すべき事由によっ

て債務を履行することができなくなったときは、債権者は、反対給付の履行を拒むことがで

きない。」と規定する５３６条２項前段が適用され、売主が買主に売買契約に基づき代金支払

請求をすると、買主は、目的物を受領していないことを理由に、代金支払請求（買主からみ

ると反対給付の履行）を拒めないことになる。 
注：413の2Ⅱと536Ⅱ前の組み合わせにより処理されることが想定される事例としては、

抽象的に言えば、制限種類物を売買の目的とする取立債務の事案で、売主が「準備」

と「通知」をして弁済の提供をしたけれど（注：「分離」はないので「特定」はしない）、

債権者が受領拒絶をして受領遅滞となった後に、天災などの不可抗力により制限され

た範囲内の目的物が全部滅失して目的物の引渡債務が履行不能となった場合が挙げら

れる。 
また、上記〔413 の 2Ⅱと 536Ⅱ前の組み合わせ〕と同じような効果を導く規定として５

６７条２項がある。同２項は、同１項の「売主が買主に目的物（売買の目的として特定した

ものに限る。以下この条において同じ。）を引き渡した場合において、その引渡しがあった時

以後にその目的物が当事者双方の責めに帰することができない事由によって滅失し、又は損

傷したときは、･･･買主は、代金の支払を拒むことができない。」との規定に続けて、「売主が

契約の内容に適合する目的物をもって、その引渡しの債務の履行を提供したにもかかわらず、

買主がその履行を受けることを拒み、又は受けることができない場合において、その履行の

提供があった時以後に当事者双方の責めに帰することができない事由によってその目的物が

滅失し、又は損傷したときも、前項と同様〔買主は、代金の支払を拒むことができない〕と

する。」と規定する。 
上記の４１３条の２第２項・５３６条２項前段と５６７条２項との関係をどのように理解

すべきが問題となるところ、条文の文言に着目して、売買の目的物が特定物（種類債権が特

定した場合を含む）については５６７条２項、特定物以外のものについては４１３条の２第

２項と５３６条２項前段が適用されるとの考え方を採用しておくと、試験対策上、２つの法

律構成の違いを簡単に説明できてよい。○ 
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（目的物の滅失等についての危険の移転） 

567条 1項 売主が買主に目的物（売買の目的として特定したものに限る。以下この条において同じ。）

を引き渡した場合において、その引渡しがあった時以後にその目的物が当事者双方の責めに帰するこ

とができない事由によって滅失し、又は損傷したときは、買主は、その滅失又は損傷を理由として、

履行の追完の請求、代金の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。この

場合において、買主は、代金の支払を拒むことができない。 

2 項 売主が契約の内容に適合する目的物をもって、その引渡しの債務の履行を提供したにもかかわら

ず、買主がその履行を受けることを拒み、又は受けることができない場合において、その履行の提供

があった時以後に当事者双方の責めに帰することができない事由によってその目的物が滅失し、又は

損傷したときも、前項と同様〔「買主は、代金の支払を拒むことができない」〕とする。 



28 
ＬＥＣ専任講師 矢島純一 

(4) 受領遅滞を理由とする損害賠償請求権や契約解除の可否 ～受領遅滞の法的性質 
 

・受領遅滞の法的性質 ～問題の所在 
受領遅滞の法的性質をどのように解するかにより、受領遅滞の要件（債権者の帰責性

の要否）及び効果（損害賠償や解除の可否）が異なってくる。○ 
メモ：法定責任説と債務不履行責任説が対立している。 

 
・債務不履行責任説 ○ 

債権者は弁済を受領する法的義務を負い、受領遅滞を債権者の債務不履行ととらえる。

受領遅滞責任を債権者の債務不履行責任ととらえると、その要件として債権者の帰責

性が必要となり、その効果も、弁済の提供の効果の他に、債権者の債務不履行に基づ

く損害賠償請求権や契約解除権が債務者に認められることになる。 
メモ：論文試験対策上は法定責任説でよいが同説の理解を深めるために上記の見解を理解する。 

 

注：受領遅滞につき、改正前４１３条は、「債権者が債務の履行を受けることを拒み、又は

受けることができないときは、その債権者は、履行の提供があった時から遅滞の責任

を負う。」と規定していた。しかし、改正前の「責任を負う」との文言の意味が不明

確であり、受領遅滞は債権者による受領義務の不履行による債務不履行責任であり、

債務者の債権者に対する損害賠償請求権や債務不履行解除権が肯定されるのかが議論

されていた。 
この点、改正４１３条１項では、債権者が「責任を負う」との文言が削除され、ま

た、前掲のとおり、２０２０年４月施行の改正法は、受領遅滞の効果を具体的に規定

したにもかかわらず、債務者の債権者に対する損害賠償請求権や契約解除権は明文で

規定しなかった。これらのことから、改正法の条文は契約責任説というよりは法定責

任説に整合するものといえる。ただし、法改正前でも、損害賠償請求権や契約解除権

が明文で規定されていない中で、これらが受領遅滞の効果として導き出されるのかが

議論されてきたことを踏まえると、受領遅滞の法的性質については、法改正後におい

ても、従前と同様、解釈に委ねられているといえる。 
 
注：受領遅滞の法的性質につき、債権者には給付の実現に協力すべき法律上の義務があり、

給付の不受領はあたかも債務者が履行しない場合と同じく債務不履行となるとの上告

理由に対して、最高裁は、「債務者の債務不履行と債権者の受領遅滞とは、その性質が

異なるのであるから、一般に後者に前者と全く同一の効果を認めることは民法の予想

していないところというべきである。」として、受領遅滞の性質は債権者の債務不履行

責任とは異なるものであることを判示した（最判昭40.12.3）。 
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・法定責任説 ● 
債権者は弁済を受領する法的義務を負わず、受領遅滞責任は当事者の公平の観点から

信義則上、法が特に認めた法定責任である。受領遅滞は債務不履行責任ではないので、

その成立要件としては債権者の帰責性は不要で、その効果として、債務者の債権者に

対する損害賠償請求権や契約解除は認められない。 
メモ：論文試験対策上は通説とされる法定責任説でよいが、この見解を理解するために

債務不履行責任説も理解しておくとよい。 
 

・法定責任説に立ったとしても、例えば、目的物の長期の保存が困難な生鮮食品の売買

など、契約の内容によっては、債権者に信義則上の受領義務あるいは、契約の解釈か

ら黙示の受領義務が認められるとして、債務者は、債権者にその義務の債務不履行が

あることを理由として、損害賠償請求権や契約解除をすることができるため、受領遅

滞の法的性質につき、債務不履行責任説を採用する実益はほとんどないとの指摘がさ

れている。○ 
メモ：契約の目的物が、その性質上、債務者が弁済の提供をしたときは、債権者が

目的物を受領すべきものといえるときは、債権者は、信義則上、受領義務を

負う。この受領義務の違反は債務不履行の事実を構成する。● 
 
・債権者の信義則上の受領義務を肯定した事例判例を紹介する。 
昭和３２年４月、ＸＹ間において、Ｘが同年末までに産出する硫黄鉱石の全量をＹに

売却する旨の契約が締結されたところ、Ｙが市況の変化を理由に出荷の停止を要求し、

以後一切の受領を拒絶したため、Ｘは採掘を中止せざるを得なくなり、ＸがＹに対し

て代金の請求と損害賠償請求をした。最高裁は、本件「鉱石売買契約においては、Ｘ

が右契約期間を通じて採掘する鉱石の全量が売買されるべきものと定められており、

ＸはＹに対し右鉱石を継続的に供給すべきものなのであるから、信義則に照らして考

察するときは、Ｘは、右約旨に基づいて、その採掘した鉱石全部を順次Ｙに出荷すべ

く、Ｙはこれを引き取り、かつ、その代金を支払うべき法律関係が存在していたもの

と解するのが相当」として、信義則上、買主Ｙの引取義務を肯定し、Ｙの引取拒絶に

つき債務不履行に基づく損害賠償責任を認めた（最判昭 46.12.16）。 
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テーマ４ 危険負担 

 
１ 危険負担の意義 
 
→双務契約において対価関係に立つ一方の債務が履行不能となった場合（原始的不能か後

発的不能かは問われない）、その債務の債権者は、自己が債務者に対して負う反対債務

の履行を拒絶することができるか否かという問題を危険負担の問題という。○ 

なお、危険負担が問題となる場面においては、履行不能となった債務を基準に「債権

者」と「債務者」が決まる。例えば、売買契約の事例で危険負担が問題となるときは、

物の滅失により履行不能となった目的物の引渡債務を負う売主が「債務者」となり、買

主が「債権者」となる。○ 

例えば、下の図で、売買の目的物が売主から買主に引き渡される前に売買の目的物が

滅失した場合において、売主（債務者）から代金支払請求をされた買主（債権者）が履

行拒絶できるかという問題は、危険負担の問題として取り扱われる。 
関連問題：司法論文H30設問1 

 
             目的物引渡請求権 

  （売主）債務者             債権者（買主） 
             代金支払請求権 

 
 
＊危険負担についての条文 

 
534条 削除 

535条 削除 

 
（債務者の危険負担等） 

536 条 1 項 当事者双方の責めに帰することができない事由によって債務を履行することができなくなった

ときは、債権者は、反対給付の履行を拒むことができる。 

2項 債権者の責めに帰すべき事由によって債務を履行することができなくなったときは、債権者は、反対給

付の履行を拒むことができない。この場合において、債務者は、自己の債務を免れたことによって利益を

得たときは、これを債権者に償還しなければならない。 
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注：法改正前は、双務契約の一方の債務が債務者の帰責事由によらず債務が履行不能（後発

的不能に限る）となった場合はその債務は消滅すると解した上で、その場合、他方の債

務（反対債務）は消滅するのか存続するのかという問題が危険負担の問題とされていた。

そして、法改正前は、危険負担の問題として反対債務も当然消滅（旧法 534Ⅰ）するこ

とがありえた。 
一方、２０２０年４月施行の改正法の下では、債務が履行不能となってもその債務は

当然に消滅せず、反面、反対債務の当然消滅という効果は危険負担からは導かれず、危

険負担の効果としては、債権者は反対債務の履行を拒絶できるにすぎないことになった。

改正法の下では、債権者が反対債務を消滅させて契約の拘束力から解放されたければ、

債権者は、債務不履行を理由に契約解除をする必要が生じた。 
 

注：法改正前は、原始的不能の契約は無効となり債権債務は発生しないため危険負担となら

ないと解されていた。なお、この場合、契約締結上の過失という理論構成を用いて、無

効な契約を締結して相手方に不測の損害を与えてはいけないという信義則上の義務違反

を理由に信頼利益の損害賠償請求を認めるという処理をしていた。 
一方、改正法の下では原始的不能の契約でも無効とならず買主の目的物の引渡債務が

発生し、それが債務不履行に基づく損害賠償債務として存続するため（412の 2Ⅱ参照）、

後発的不能と同様、危険負担の問題が生じうることになった。改正法の下では、履行不

能があったときは、原始的不能と後発的不能で区別することなく同じ処理がされること

になる。 
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２ 危険負担の具体的なルール 
 

(1) 原則 ～債権者の反対債務の履行拒絶権（536Ⅰ） 
 

→５３６条１項は、「当事者双方の責めに帰することができない事由によって債務を履

行することができなくなったときは、債権者は、反対給付の履行を拒むことができる。」

と規定する。したがって、当事者双方の帰責事由によらずに、双務契約において対価

関係に立つ一方の債務が履行することができなくなったときは（履行不能）、その債

務の債権者は、自己が債務者に対して負う反対債務の履行を拒絶することができる

（536Ⅰ）。これが危険負担の原則的なルールであり、当事者間の公平を実現する趣旨

のものである。○ 
例えば、売買契約の売主が、目的物を引渡す前に、当事者双方の帰責事由によらず

に目的物が滅失・損傷して目的物の引渡債務が履行不能となったのに売主が買主に対

して売買代金の支払請求をした場合、買主は、その請求を拒絶することができる（536
Ⅰ・履行拒絶権の行使が可能）。 

 
メモ：債務者の帰責事由の主張立証責任の分配の問題はさておき、結論として、履行不能に

つき債務者に帰責事由があるときは、債務不履行に基づく損害賠償請求権（415Ⅰ）

の問題として処理することになるため、危険負担の問題により事例処理をするのは、

履行不能につき債務者に帰責事由がない場合となる。例えば、履行不能が当事者双方

の帰責事由によらない場合は５３６条１項の危険負担の条文が適用され、履行不能が

債権者の帰責事由によるものであるときは、５３６条２項の危険負担の条文が適用さ

れる。５３６条２項は、次頁を参照。 
 

注：法改正前は、特定物に関する物権の設定又は移転を目的とする双務契約（例：特定物売

買、特定物の所有権の移転を内容とする和解契約）において一方の債務が債務者の帰責

事由なしに履行不能となり消滅した場合に、買主（所有者）は危険を負担すべきとの考

え方の下に、他方の債務を存続させるとの取扱いがされていた（旧 534Ⅰ）。また、種類

物売買でも特定後は同じ扱いがされていた（旧 534Ⅱ）。これらは履行不能の危険を債権

者が負担するものとして危険負担の債権者主義といわれていた。その結果、買主（債権

者）は、目的物の引渡しを受けられないのに、代金を支払わなければならないこととさ

れていた。しかし、このような考え方は公平ではないものとして、２０２０年４月施行

の改正法ではこうした考えの規定（旧 534ⅠⅡ、535）が削除された。 
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(2) 例外 ～履行拒絶権の否定 
 

→例外的に、債権者が、反対債務の履行を拒絶できない場合は次のとおりである。 
メモ：例えば、買主が、売買の目的物が滅失してその引渡しを受けられないのに、売主

からの代金支払請求を拒絶できない場合は次の例外①と例外②のとおりである。

例外③は目的物（特定物）の引渡後に目的物の滅失があった場合の規定である。 
 

・例外① ～債権者の帰責事由による履行不能 
債権者〔買主〕の責めに帰すべき事由によって債務を履行することができなくなった

場合は、債権者は、反対給付の履行を拒絶できない（536Ⅱ前）。○ 
なお、この場合、債務者〔売主〕は、自己の債務を免れたことによって利益を得た

ときは、その利益を債権者に償還しなければならない（536Ⅱ後）。◇ 
メモ：例えば、買主（債権者）の帰責事由により売主（債務者）の目的物の引渡債務が

履行不能となった場合、買主は、売主の代金支払請求を拒絶できなくなる（536
Ⅱ前）。このとき、売主が発送費用の支出を免れたときは、発送費用相当額の利

益は、５３６条２項後段所定の売主が自己の債務を免れたことによって得た利益

に当たるため、売主は、その額を、買主に償還しなければならない（536Ⅱ後）。 
 

・例外② ～債権者の受領遅滞中の履行不能 ○ 
債権者が債務の履行を受けることを拒み、又は受けることができない場合において（債

権者の受領遅滞）、履行の提供があった時以後に当事者双方の責めに帰することができ

ない事由によってその債務の履行が不能となったときは、その履行の不能は、債権者

の責めに帰すべき事由によるものとみなされる（413の 2Ⅱ）。その結果、５３６条２

項前段の債権者の責めに帰すべき事由によって債務を履行することができなくなっ

た場合に該当することになり、債権者は、反対給付の履行を拒絶できない（536Ⅱ前）。 
なお、受領遅滞中の危険負担について、売買の目的として特定した物については、

結論は変わらないが、４１３条の２第２項、５３６条２項前段の組み合わせの代わり

に、５６７条２項が適用される見解を採用しておくと、これら条文の関係を明確に整

理できてよいということは「受領遅滞」の項目で学習している。 
 
・例外③ ～目的物引渡し後の滅失 ○ 

売買の目的として特定した物については（567Ⅰ括弧書）、売主が買主に目的物の引渡

しをした後に当事者双方の帰責事由によらずに目的物が滅失・損傷した場合は、滅失

等の危険は買主が負うのが公平であるため、買主は、未払代金の支払いを拒絶できな

い（567Ⅰ）。 



34 
ＬＥＣ専任講師 矢島純一 

＊合格するための復習の仕方 ～読んで分かるだけでなく書けるようにする！ 

テキストを読んでその意味が分かるという程度に理解と記憶をする学習と、さらにその先に進

んで、テキストに書いてある法規範のキーワードを頼りに自分なりに紙面に論証ができるとい

う程度に理解と記憶をする学習とがあります。前者の学習だと短答試験のように問題文のどこ

かに答えが記載されているようなものには対応できるのですが、白紙の答案に規範を書いてあ

てはめをする必要がある論文試験には通用しません。論文試験に対応するには後者の学習をす

る必要があります。このことは全ての科目にいえることです。論文の答案が書けない主な原因

の１つに、そもそもテキストに書いてあるような法規範を白紙の答案に書けないということが

挙げられます。そこで、復習の際は、テキストを読んでいるだけでは白紙の答案に書けなさそ

うだなという法規範を紙面に書き出せるかどうかを試して、書けないようなら、書けるように

なるまで何度も繰り返し書いてください。こうした学習をしないと、論文試験の対策としては

意味がありません。 
また、一度書けるようになった事項でも、徐々に記憶から消えていきます。受験対策は、記

憶と忘却の繰り返しです。忘却する量よりも日々学習を繰り返して記憶する量が上回ったとき

に、合格に必要な知識が蓄積され合格できるようになります。蓄積ができない学習は趣味の勉

強としてはよいのですが、試験に合格することを目的とする受験対策としは意味がないのです。

特に覚えづらい法規範は、例えば、トイレなど毎日目にするところに張り出しておき、きちん

と記憶できるまで毎日見て、合格に必要な基礎学力を蓄積できるように各自いろいろと工夫し

てみてください。ただし、トレイにあまりに多くの張り紙をしてしまうと、トレイが自習室の

ようになってしまい、生活上いろいろと不都合が生じるでしょうから、張り紙の数は状況に応

じて適宜調整してください。また、例えば、電車での移動時間や、病院の待合室などで待機し

ている時間なども利用して記憶することを毎日繰り返す努力をすると合格にどんどん近づけま

す。人は忘却する生き物なので、忘却することを想定して学習計画を経てる必要があります。

１年でも早く合格するために、日々の記憶の量が忘却の量を上回るように努力してください。 
今書けない法規範は試験の当日にも書けないのは当たり前なので、試験の当日に書けるよう

にするために記憶と忘却を繰り返しながらインプット学習の復習を繰り返していってください。 

 
・読んで分かるのに書けないかどうかの確認項目の具体例（ほんの一例） 
憲法：憲法２２条１項適合性の判断枠組み 
民法：抵当権に基づく妨害排除請求権の実体法上の要件 
刑法：早すぎた構成要件の実現が問題となる事例の実行行為性と故意の判断枠組み 
商法：会社法４６７条の事業譲渡の該当性の判断枠組み 
刑訴法：無令状での捜索差押えの「逮捕する場合」と「逮捕の現場」の意義 
民訴法：固有必要的共同訴訟の成立要件、類似必要的共同訴訟の成立要件 
行政法：第三者の原告適格の判断枠組み 
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【２０２３年合格目標 矢島担当の主な講座の一覧 ①～⑧ 】 

～ここでは講師紹介の一環として私矢島が担当している主な講座を紹介しています～ 
 
＊最新の法改正や判例に対応 
ここに掲載した講座は２０２３年合格目標のもので、２０２３年度の司法試験や予備試

験で出題される改正法や判例に対応済みです。ここに掲載した講座は、毎年、テキスト

を改訂しており、法改正に関わらない箇所も理解しやすいように改良しています。 
 
＊合格に必要な能力を身に付けるための４つの講座 
どの講座を受講すれば良いかを迷っている方は、次の４つの講座を受講すれば合格に必

要な知識や法的思考能力を修得できます。①と②が核となる講座です。③と④は短時間

で実施する試験直前期の直前対策講座です。全て通学クラス・通信クラスが選べます。 
① 矢島の速修インプット講座（2022年 5月28日～10月 4日に新規収録） 
② 矢島の論文完成講座（2022年 10月 22日～翌年2月 18日に新規収録） 
③ 矢島のスピードチェック講座（2023年 2月 23日～3月 23日に新規収録） 
④ 矢島の最新過去問＆ヤマ当て講座（2023年 4月6日～5月 18日に新規収録） 

 
① 矢島の速修インプット講座（司法試験・予備試験の対策） 

〔必修７科目合計１４４時間・１回の講義は４時間・全３６回〕注：前年度は 126時間 
合格に必要な基本知識や重要判例を体系的に確実に修得して、どのような問題にも対

応できるだけの正確な理解に基づく真の学力を身につけるための講座です。講義の際

は、試験対策上、理解しておけば足りるところと、理解した上で記憶までしておかな

ければならないところを明確に指摘するので、講義を受講し終えたときに、何をどの

程度まで復習すべきかが明確に把握できるように工夫をしています。これからインプ

ット学習を始める受験生はもちろん、これまでどこかでインプット学習をした経験が

あるのに、結局、試験に必要な学力が身についていなかったという受験生でも、この

講座の講義を聴いて復習すれば確実に前に進むことができます。 
 
② 矢島の論文完成講座（司法試験・予備試験の対策） 

〔必修７科目合計１２０時間・１回の講義は４時間・全３０回〕 
インプットした基本知識を、論文試験の事例処理を通じて答案の形にするのに必要な

法的思考能力を修得するための講座です。矢島作成の解答例を使用します。講義では、

試験考査委員に高い評価を得られる答案の作成方法を徹底的に指導します。取り扱う

問題は、司法試験の過去問がメインとなりますが、法的思考能力を磨くのに有益な予

備試験の過去問や、必要に応じてオリジナル問題を取り扱うことがあります。 
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③ 【直前対策講座】矢島のスピードチェック講座（司法試験・予備試験の対策） 

〔必修７科目合計５１時間・１回の講義の時間は科目ごとに異なる〕 
〔民法 11h、刑法 10h、憲法・会社法・民訴法・刑訴法・行政法は各6h〕 

合格に必要な重要論点や重要判例を試験直前期に短時間で効率よく復習するための直

前対策講座です。試験直前期になってインプットが間に合わないのではないかと心配

している受験生でも、自信をもって試験に臨めるようになります。また、矢島の速修

インプット講座で取り扱った事項のうち特に重要度が高いものを中心に効率よく復習

して理解と記憶を深めることができるので、合格に必須の最重要事項について、試験

直前期の最終チェックをするのに最適の講座です。 
 

④ 【直前対策講座】矢島の最新過去問＆ヤマ当て講座 

〔必修７科目×３．５時間＝合計２４．５時間・全７回〕 
司法試験の最新の論文過去問の分析と直近の論文試験のヤマ当てをするための講座で

す。最新の論文過去問は、最近の試験考査委員が受験生に対してどのような答案を求

めているかを理解するのに役立つ最良の道具となります。最新の過去問と矢島作成の

解答例を用いて、本番の試験で求められている法的思考能力の「質」をしっかりと理

解して、本試験で高評価を得られる答案がどのようなものかをイメージできるように、

しっかりと講義していきます。各科目の講義の後半では、今回実施予定の司法試験の

論文試験で出題されそうな論点や重要判例等のヤマ当て講義を実施します。 
本講座は司法試験を題材としていますが、試験考査委員が求める答案がどのような

ものかを理解して、司法試験で出題される論点の題材にして法的思考能力を磨くこと

は、予備試験の受験にも役立つため、予備試験の受験生にもお勧めの講座です。また、

ヤマ当て講座の講義の質が高いので、ヤマに関係なく学力向上に役立ちます。 
 
⑤ 短答試験対策のための講座「矢島の短答対策シリーズ」の一覧 
〔以下の全科目を新規収録して２０２２年１１月中旬に配信開始〕〔通信クラスのみ〕 

家族法〔６時間〕（司法試験・予備試験の対策） 
商法総則・商行為・手形法〔４時間〕（予備試験の対策・論文に必要な知識も修得） 
会社法〔４時間〕（予備試験の対策） 
民事訴訟法〔４時間〕（予備試験の対策） 
刑事訴訟法〔４時間〕（予備試験の対策） 
行政法〔４時間〕（予備試験の対策） 
憲法統治〔６時間〕（司法試験・予備試験の対策） 
注：「憲法統治」だけは、LECが出版・販売している「完全整理択一六法・憲法」

を用います。それ以外の講座は、矢島作成のオリジナルテキストを用います。 
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⑥ 【直前対策講座】矢島の法律実務基礎科目〔民事・刑事〕〔２４時間〕 
（予備試験の対策）（新規収録して２０２３年８月中旬に配信開始）〔通信クラスのみ〕 
〔民事 １コマ４時間×３回＝１２時間 、刑事 １コマ４時間×３回＝１２時間〕 

注：2022年合格目標の講座は合計 18時間だったのを24時間に増加 
本講座は予備試験の法律実務基礎科目の近年の試験傾向を十分に考慮した上で、合格

に必要な基本重要知識のインプットや、論文答案の書き方を修得することを目的とし

た直前対策用の講座です。本講座を利用することで、短答式試験が終了した後でも、

短時間で法律実務基礎科目の試験対策をすることができます。なお、講義の内容は司

法研修所が採用する見解に準拠しているため、司法修習の導入講座としても有益です。 
講義での主な取扱い事項は次のとおりです。 
(1) 民事・刑事ともに合格に必要な能力を修得するのに最適な論文過去問を題材に

将来の試験に役立つように思考方法を矢島作成の解答例で徹底解説 

(2) 民事のインプット講義として、民事事実認定の基本的なルール、要件事実、民

事保全法、民事執行法 
(3) 刑事のインプット講義として、刑事事実認定の基本的なルール、刑事実務に関

する試験で問われやすい基本知識（勾留、接見禁止、保釈、公判前整理手続、

証拠調べ手続の実務基礎、その他） 
(4) 民事・刑事ともに論文試験、口述試験で出題頻度が高い弁護士倫理 

 
⑦ 司法試験・予備試験の選択科目の対策 ～労働法のインプット＆論文対策 
(1) 矢島の労働法〔選択科目総整理講座〕〔３２時間〕 注：前年度の講座は 24時間 

（毎年新規収録して２０２２年６月中旬に配信開始）〔通信クラスのみ〕 
本講座は、まず、矢島の体系整理テキスト労働法（毎年改訂）を使用して、合格に

必要な基本知識や重要判例をインプットするための講義を１コマ４時間で５コマ

実施します。次に、司法試験の論文過去問と矢島作成の解答例を題材に労働法の合

格答案の書き方を修得するための講座を１コマ４時間で３コマ実施します。 
この講座は、イメージでいうと、矢島の速修インプット講座と矢島の論文完成講

座がセットになったようなものです。 
(2) 【直前対策講座】矢島の直前対策スピードチェック労働法〔６時間〕 

～試験直前期にここだけは特に深い理解しておきたい分野の最終チェック 

（パンフレットに未掲載・ＷＥＢで告知予定）（２０２３年５月前後 水道橋で通学・通信） 
労働法の学習は一通りしたものの、試験直前期になんとなく不安が残るという受験

生が自信をもって試験本番に臨めるように、労働法の事例処理の核となる重要論点に

的を絞って総復習をします。「矢島の労働法」の受講生にとっても試験直前期に特に意

識を集中すべき事項に的を絞って確実に復習できるため、安心して試験に臨めます。 
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⑧ 矢島ゼミ 〔２０２３年３月１１日開講  合計１７回 〕 
答案添削、個別面談、合格に直結する実践的な知識の修得に必要な講義、合格に必要

な重要事項の理解度や記憶の定着度の口頭チェックなど、合格に必要な指導を私矢島

が直接行います。ゼミの際は、私も受講生と机を並べて一緒に答案を手書き作成して

お手本を示してゼミ生の士気を高めていきます。試験直前期まで気合を入れ続けても

らいたいという受験生にお勧めの講座です。２０２３年度合格目標の矢島ゼミは、２

０２３年３月１１日（土）から７月１日（土）まで毎週土曜日の合計１７回で、水道

橋本校で実施する予定です。 
＊毎回の矢島ゼミの標準的なメニュー(1)～(5) 
(1) 個別面談 

過去問答練の答案を主な資料として私が口頭でアドバイスをします。希望があれば、ゼミ

生の個別的な学習スケジュールの構築など幅広く相談に乗ります。 
(2) 過去問答練（司法試験の過去問の一部又は改題を用いた答練） 

私もゼミ生と一緒に教室内で答案を手書きしてその答案のコピーを配布した後に質疑応答

の時間を設けます。質疑応答を通じて、試験考査委員に評価される答案の書き方を修得し

ていきます。過去問答練でゼミ生が書いた答案はゼミ終了後に回収して私が添削した上で、

次回ゼミの個別面談で返却します。これまでの約１０年間のゼミの経験則上、過去問答練

で毎回「Ａ」評価を受けて、そのうち２回に１回「Ａ＋」評価を受ける程度の学力がある

ゼミ生はほぼ確実に合格しているのでこれを目標に頑張ってください。 
(3) 答案作成特訓 

上記(2)の過去問答練で扱っていない問題のうち、今期の受験対策上、検討しておくとよさ

そうな問題を題材に答練をします。題材として、オリジナル問題、予備試験の問題、過去

問答練で扱わなかった司法試験の過去問などを用います。答案作成特訓においても過去問

答練と同様、私がゼミ生と一緒に答案を手書きして答案のコピーを配布した後に質疑応答

の時間を設けます。 
(4) 論証その他試験に必要な知識の修得特訓 

記憶をすることに特化した矢島ゼミのオリジナル論証集を題材に、毎回、記憶すべき事項

を計画的に記憶していってもらいます。オリジナル論証集は、必修７科目のものを１週間

で記憶できるだけの分量のものに分断したものを毎回のゼミで少しずつ配布していきます。

配布した論証集については、次回のゼミまで記憶してくることを課題として、ゼミの冒頭

で、口頭にて記憶の確認テストを実施します。 
(5) 短答確認テスト 

毎回ゼミの最後に事前に範囲指定した短答の過去問テストを実施し、ゼミ生の解答内容を

私が直接確認した上で、全問正解できたゼミ生から順次帰宅することができます。ゼミ終

了後に何か質問したいことがある場合はそのまま教室で待機することができます。 
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